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2026 年８月 18 日 

各位 

 

東京都千代田区丸の内二丁目３番２号 

日本郵船株式会社 

代表取締役社長 曽我 貴也 

 

 

吸収分割に係る事前開示書面 

（会社法第 782 条第１項及び会社法施行規則第 183 条に基づく開示事項） 

 

 

当社と NYK バルクシップパートナーズ株式会社（以下「NBSP」といいます。）は、2027

年４月１日を効力発生日として、当社を吸収分割株式会社、NBSP を吸収分割承継株式会社

とする吸収分割（以下「本吸収分割」といいます。）に係る吸収分割契約を 2026 年８月 10

日付で締結しました。 

本吸収分割に関する会社法第 782条第１項及び会社法施行規則第 183条に定める事前開示

事項は、以下のとおりです。 

 

記 

 

1. 吸収分割契約の内容 

別紙１記載のとおりです。 

 

2. 分割対価の相当性に関する事項 

本吸収分割に際して、NBSP は新たに 5,648,000 株を発行し、その全てを当社に交付

します。当社は、NBSP の発行済株式全部を所有しており、交付株式数は、承継対象と

なる資産及び負債について評価を行い、かつ、NBSP の１株当たりの価値と比較検討の

うえ、両社にて協議のうえ決定したものであることから、相当と判断しております。 

また、本吸収分割により NBSP の資本金及び準備金の額を増加いたしませんが、本

吸収分割後の NBSP における資本政策を考慮し、会社計算規則に基づき決定したもの

であり、相当であると判断しております。 

 

3. 吸収分割に係る剰余金の配当等に関する事項 

当社は本吸収分割に際して剰余金の配当等は行いませんので、該当事項はありません。 

 

4. 吸収分割に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項 

該当事項はありません。 
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5. NBSP についての次に掲げる事項 

 

(1) NBSP の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙２記載のとおりです。 

 

(2) NBSP の最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

 該当事項はありません。 

 

(3) NBSP の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担そ

の他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 八馬汽船株式会社（現在の NBSP）は、2026 年４月１日を効力発生日として、

八馬汽船株式会社を吸収合併存続会社、旭海運株式会社及び三菱鉱石輸送株式会

社を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行い、同日に NBSP に商号を変更して

おります。吸収合併消滅会社二社の最終事業年度に係る計算書類は別紙３のとお

りです。 

 

6. 当社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の

会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 当社は、2026 年７月 31 日開催の取締役会において、当社の持分法適用関連会社で

ある NS ユナイテッド海運株式会社（以下「NS ユナイテッド海運」といいます。）を

連結子会社とすること、並びに同社の株主を当社及び日本製鉄株式会社のみとし、株

式の保有比率をそれぞれ 83.33％及び 16.67％とすることを目的とする一連の取引の

一環として、NS ユナイテッド海運の普通株式を対象とする公開買付け（以下「本公

開買付け」といいます。）を実施すること等を決議しております。本公開買付けにお

ける買付総額は 120,623 百万円となる予定です。なお、本公開買付け等は、国内外の

競争法に基づくクリアランスの取得等の前提条件が充足されることを条件としてお

ります。 

 

7. 吸収分割が効力を生ずる日以後における当社及び NBSP の債務の履行の見込みに関

する事項 

 

(1) 当社の債務の履行の見込みについて 

 本吸収分割後の当社の資産の額は負債の額を十分に上回ることが見込まれま

す。また、本吸収分割後の当社の収益状況及びキャッシュフローの状況について、

債務の履行に支障をきたすような事態は、現在のところ予測されておりません。 
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したがって、当社の負担する債務については、本吸収分割の効力発生日以後も

履行の見込みがあるものと判断しております。 

 

本吸収分割により NBSP が承継する資産、負債の項目及び金額 

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

流動資産 10,067百万円 流動負債 3,134百万円 

固定資産 146百万円 固定負債 0百万円 

合計 10,213百万円 合計 3,134百万円 

（注）NBSP が承継する資産及び負債の金額は、当社の 2026 年３月 31 日現在の

貸借対照表を基礎として作成しております。実際に承継する資産及び負債の金額

は、上記金額に本吸収分割の効力発生日までの増減を調整した上で確定いたしま

す。 

 

(2) NBSP の債務の履行の見込みについて 

本吸収分割後の NBSP の資産の額は負債の額を十分に上回ることが見込まれ

ます。また、本吸収分割後の NBSP の収益状況及びキャッシュフローの状況につ

いて、債務の履行に支障をきたすような事態は、現在のところ予測されておりま

せん。 

したがって、NBSP の負担する債務、特に本吸収分割により当社から NBSP に

承継される債務については、本吸収分割の効力発生日以後も履行の見込みがある

ものと判断しております。 

以  上 

 



【別紙１】
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自 2025年４月 １ 日 

至 2026年３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現商号：NYK バルクシップパートナーズ株式会社 

【別紙２】



事業報告 

 

第112期 
自 ２０２５年４月 １日 

至 ２０２６年３月31日 

  

１． 企業集団の現況に関する事項 

（１）事業の経過及び成果 

①全般的な事業の概況 

2025会計年度は、第2次トランプ政権の発足とともに、追加関税問題で世界中が右往左往する状況とな

りました。ロシア・ウクライナ問題も和平方向に行くかと期待すればまた戻り、イスラエル・ハマス間の

対立では表面的な和平の裏で憎しみばかりが増長という事態が続くいっぽう、わが国では史上初の女性首

相が誕生し、変革への期待を示す高支持率の中で中国政府による日本への強硬的対応が発生するなど、1年

を通して絶えず予測不能なことが多発した年でした。年度終盤には米国がベネズエラへの軍事介入に続き

イスラエルとともにイラン攻撃を開始し、こうした世界の紛争はペルシャ湾などで外航船舶の海上ルート

を限定し、海上輸送や船員の安全、海運市況にも大きな影響を及ぼしています。 

 

世界経済においては、予測されていたよりも堅調でありながら、脆弱性も残りました。追加関税に備え

た貿易の前倒しの効果が薄れるとともに、米中両国の輸入関税率の上昇が企業のコストや最終製品価格に

さらに転嫁される中で投資や貿易の伸びが抑制され、加えて、地政学および政策的な不確実性が多くの国

で内需を押し下げました。 

国内では 2025暦年の実質 GDP成長率は 1.1%となりましたが、ドル円相場は、年度初 1ドル＝140円台

中盤から始まり下半期には概ね150円台中盤を推移し、円安・ドル高基調となりました。 

 

海運マーケットにおいては、ケープサイズバルカーでは 2025 暦年前半は低迷したものの暦年末の３万

ドル台に向けて伸び、年間平均日当たり21,400ドル、パナマックスバルカーは同13,335ドルと堅調な荷

動きに加え、各地自然現象や地政学的情勢の悪化によるトンマイルの伸長がプラスに働き、2024暦年同様

に底堅く推移しました。 

環境規制面においては、炭素課金制度である、EU域内排出量取引制度（EU Emissions Trading System）

に続き、船舶燃料の脱炭素化を罰金により促進させる規制としてFuel EU Maritime制度が本格化し、海

運への環境規制が厳格化するとともに、船舶管理者としてもますます対応が求められました。 

  

船舶運航・管理配乗面においては、引き続き外航船舶の乗組員確保は厳しさを増しており、乗組員給与

を含め船舶管理のための様々なコストはインフレの影響を受け値上がりする傾向にあります。 

  



斯かる状況下、当社グループでは船舶の安全運航を最重要課題と位置付け、社員・乗組員が一丸となっ

て当社運航船及び当社グループ管理受託船の安全運航に努め、積極的に顧客の荷主殿、船主殿との関係強

化を図り、当連結会計年度の業績は売上高7,859百万円、経常利益387百万円、当期純利益395百万円と

なりました。 

 

②部門別営業の概況 

（運航船部門） 

当社運航チップ専用船の主要顧客である本邦製紙会社を中心とする日本の紙・パルプ主要原料の木材チ

ップ2025暦年輸入量は前年比約3％減の1,075万トンとなりました。当社グループ運航の木材チップ専用

船５隻（当連結会計年度末では運航４隻、貸船１隻）につきましては、昨年同様、顧客である製紙会社殿

との長期契約木材チップ輸送及び総合商社殿とのバイオマス燃料、ならびに長期貸船契約に従事しました。

前述のとおり外国人船員の給与や諸運航に関わるコストは増大しましたが、社員・乗組員が一丸となって

安全運航及びコスト削減に努めました結果、大きな影響を受けずに運航いたしました。 

（貸船・管理船部門） 

当連結会計年度において、管理船部門では、老齢化し解撤されたばら積み船など４隻の管理を終了、新

規にLNG二元燃料ばら積み船２隻の管理を開始し、年度末の管理隻数は56隻となりました。この結果、当

連結会計年度末の貸船・管理船部門合計は59隻となりました。 

 また、船主である日本郵船株式会社殿より、環境に配慮した CO2排出削減や燃料効率向上を目的とした

自動車専用船の高効率プロペラ換装プロジェクトにおいて、管理受託船や他社管理船の換装工事監督業務

を受注しました。 

 

（２）設備投資の状況 

当連結会計年度中に竣工及び売却した船舶はありません。 

 

（３）資金調達の状況 

当連結会計年度中に経常的な資金調達ではない増資または社債発行その他の重要な借入は行っていませ

ん。 

 

 

 

 

 

 

 



（４）財産及び損益の状況の推移 

（単位：千円） 

区分 
2022年度 
第109期 

2023年度 
第110期 

2024年度 
第111期 

2025年度(当期) 
第112期 

 売 上 高 7,959,863 7,950,746 8,474,530 7,859,441 

当期純利益又は
当期純損失(△) △ 49,459 238,253 139,176 395,544 

 １株当たり 
当期純利益又は
当期純損失(△) 

△ 5円03銭 24円24銭 14円16銭 40円25銭 

 総 資 産 11,436,118 11,555,984 11,022,673 11,189,013 

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式の総数により算出しています。 



（５）対処すべき課題 

運航船部門において、日本の製紙会社殿及び総合商社殿と締結している長期輸送契約において安定した

収入を確保していますが、本船の管理・配乗に関わるコストはインフレの影響から引き続き増加傾向にあ

ります。今後は利益幅の維持を図り、引き続き安全運航に努めて参ります。懸案であった本邦荷主との専

航船１隻については、延長契約締結に向け積極的に協議を継続しております。 

 

貸船・管理船部門においては、顧客である船主による新造船発注の動きは少なく、大幅な管理船の増大

は見込めぬ状況にありますが、船主の受注残である大型ばら積み船や自動車専用船は船舶管理需要が確認

されており、蓄積された高齢船の管理知見やLNG二元燃料船の管理経験も活かして、多種多様な船舶を効

率的かつ高品質で管理する管理体制の強化を図って参ります。 

 

なお、当社は2026年４月に旭海運株式会社及び三菱鉱石輸送株式会社と統合し、NYKバルクシップパー

トナーズと社名を変更して事業を開始しました。3 社の統合により規模の経済を追求し、各社の強みを融

合することで、運航部門、貸船・管理船部門において相乗的に競争力を高め、中長期的な外部環境の変化

に対応できる総合機能会社となることを目指します。 

 

（６）主要な事業セグメント 

当社グループは、海運業（不定期航路事業、船舶貸渡業及び船舶管理業）及びこれに付帯する事業と舶

用機器等販売業を行っています。 

 

（７）主要拠点等 

①主要な事業所 

（当社） 

本社事務所           神戸市 

東京事務所           東京都千代田区 

（子会社） 

株式会社ペガサスマリタイム   神戸市 

PEGASUS SHIPHOLDING S.A.    パナマ 

PINE CREST SHIPPING CORP.    リベリア 

②従業員の状況 

会社の従業員数 105名（前期末比従業員数 1名増） 



（８）重要な親会社及び子会社の状況 

①親会社の状況 

当社の親会社は日本郵船株式会社であり、同社は当社の株式を 9,826千株（出資比率 100％）保有して

います。当社は親会社に対して船舶２隻を傭船に差し立てています。 

②親会社との間の取引に関する事項 

   イ 当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項 

     当社は、親会社と船舶の賃貸借等を行っており、当該取引条件が第三者との通常の取引と著しく相違

しないこと等に留意し、貸船料につきましては、原価を加味し毎期交渉の上、決定しています。また、

借船料につきましても、金利及び減価償却費を勘案の上、決定しています。 

   ロ 当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての当社の取締役会の判断及びその理由 

     当社の取締役会は、貸借船料等の決定に至った過程を多面的に把握し、取引ごとにその適正性、妥当

性を判断した上で当該取引の実施を決定しています。 

③子会社の状況 

会   社   名 出資比率 主要な事業内容 

株式会社ペガサスマリタイム 

PEGASUS SHIPHOLDING S.A. 

PINE CREST SHIPPING CORP. 

100％ 

100％ 

100％ 

海運業、舶用機器等販売業 

海     運     業 

海     運     業 

 

 

２．会社の株式に関する事項 

①発行可能株式総数     40,000,000株 

②発行済株式の総数      9,826,806株 

③当事業年度末の株主数        1名 

④大株主 

株   主   名 持株数 議決権比率 

日 本 郵 船 株 式 会 社 9,826千株 100％ 



３．会社役員に関する事項 

（１）取締役及び監査役に関する事項（2026年３月31日現在） 

地 位 及 び 担 当 氏名 重要な兼職の状況 

 代表取締役社長 篠崎 宏次  

 常 務 取 締 役（船員管理部・業務部管掌、船舶運
航管理部担当） 

文挾 克実  

 取  締  役（品質管理グループ・船員管理部担
当、船員管理部長委嘱） 

加藤 潔一  

 取  締  役（経理部担当） 五條 竜也  

 取  締  役（東京事務所長、営業部・船舶営業
部担当、船舶営業部長委嘱） 

森澤 洋一郎 

PRESIDENT 
PEGASUS SHIPHOLDING S.A. 
PRESIDENT 
PINE CREST SHIPPING CORP. 

 取  締  役（業務部・情報システム室、業務部
長委嘱） 

櫻 俊彦  

 取  締  役（総務部担当、総務部長委嘱） 山田 鉄史  

 取  締  役 南里 英之  

 監  査  役 小林 真由美  

（注） 当期中の役員の異動 
    就任  2025年６月20日開催の第111回定時株主総会において、櫻俊彦氏及び山田鉄史氏は

取締役に就任しました。 
辞任  文挾克実氏、加藤潔一氏、五條竜也氏、森澤洋一郎氏、櫻俊彦氏、山田鉄史氏、南里

英之氏は2026年３月31日付けにて辞任の届け出があり、受領いたしております。 
 

（２）取締役、監査役ごとの報酬等の総額 

区分 人数 報酬等の額 摘要 

取締役 ８名 77,355千円  

監査役 - -  

計 ８名 77,355千円  

(注)1. 報酬等の額には、当事業年度に係る取締役に対する役員賞与3,450千円が含まれています。 
2. 報酬等の額には、役員退職慰労引当金繰入額6,325千円（取締役6,325千円）が含まれてい
ます。 

 

４．会計監査人に関する事項 

名称 有限責任監査法人トーマツ 

  



５．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項 

当社は、業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備について、取締役会において以下の

通り決議しています。 

（１）取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制 

取締役及び取締役会は、その職務の執行に係わる文書その他の情報につき、法令及び社内規程等に従い、

適切に記録化した上で、セキュリティ面も考慮して電磁保存する体制としています。 

 

（２）取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制 

取締役会規則及び取締役会付議基準等に規定される取締役の職務権限及び意思決定ルールに従い、適正

かつ効率的に職務の執行が行われる体制としています。 

取締役は法令及び定款に定められた事項及び経営上の重要事項につき、月１回開催する取締役会、必要

に応じて随時開催される臨時取締役会にて決議します。取締役会においては、各取締役の業務概況報告、

全ての決裁済稟議書を改めて報告する体制としています。 

また、月１回開催する常務役員会においては、会社経営に関する基本方針、基本計画及び諸施策を立案

する等し、重要課題に的確に対応しています。 

 

（３）損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

① 全社的な重要リスクを選定・管理すべく、社長を委員長とするリスク管理委員会を開催し、重要リスク

の選定・評価を行い、日本郵船とも共有し、適切なリスク対策を行う体制としています。 

② 船舶の安全運航と環境保全の達成に関し、ＳＭＳマニュアル（安全管理システム）・環境方針を定め、社

長を最高責任者とするＳＭＳマネジメントレビューで定期的に活動をレビューし、船舶に関するリスク管

理を実施する体制としています。 

 

（４）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① 法令遵守と企業倫理の尊重が企業活動の基本であると認識し、社長を委員長とするコンプライアンス委

員会を年２回開催しています。コンプライアンスの推進については、チーフコンプライアンスオフィサー、

各担当部門責任者、子会社社長からなるコンプライアンスオフィサーが法令及び定款の遵守はもとより、

企業倫理や社会規範などの遵守徹底に関する社内体制・仕組みを構築しています。 

② グループ内部通報相談窓口を整備し、八馬汽船グループで働く者全てがコンプライアンスに疑義を持っ

た場合には秘匿性を考慮して安心して相談できる体制としています。 

③ 八馬汽船企業行動憲章、八馬汽船グループ行動規準を制定し、取締役及び使用人がその内容を正しく理

解し遵守することを目的に、年に１回誓約書を取り付け、コンプライアンス研修にも努めています。 

④ コンプライアンスに違反するおそれのある業務執行または重要な通報対象事案等を認知したときは、コ

ンプライアンス委員会に報告し、事実調査を行い、事実認定された場合には、同委員会等が関係部署に対



し違反する業務執行の中止、その是正のために必要な措置を講じるように勧告する旨を定めた規程を設け

ております。 

 

（５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する為の体制 

    当社は、八馬汽船グループの総合力の向上を目的に中期経営計画を策定し、その達成のためグループ全

体の業務の適正化及び効率化を図っています。子会社ペガサスマリタイムにおいては月１回取締役会を開

催し、当社の取締役が経営に参画する体制とし、月１回開催の当社常務役員会においても同社社長が出席

し、業務報告を受ける体制としています。当社のコンプライアンス委員会、環境委員会等の重要な会議に

も同社社長が出席しており、ガバナンス面においても一体となって取り組んでいます。 

 

（６）監査役への報告に関する体制 

取締役会の他、常務役員会等の重要な会議への出席、稟議書等の社内文書の閲覧、内部監査実施結果の

共有化、ヒアリングの実施、子会社の監査役や会計監査人からの報告等により、監査役が取締役の意思決

定の過程及び業務の執行状況を把握できる体制としています。また、当社及び子会社に著しい損害を及ぼ

すおそれのある事実を知ったとき、コンプライアンス違反や違反のおそれがあるときには監査役に報告す

る体制としています。 

 

６．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

内部統制システムを適正に運用するため、当社は、年１回開催する内部統制委員会において、担当部署及び

各委員会からの報告に基づき、内部統制システムの構築・運用状況を確認し、通期の評価を行った上で、取締

役会に報告する体制とし、不断の見直しによって継続的に改善を図ることで適正かつ効率的な体制の構築に努

めています。 

 

（本事業報告中の記載数字は、金額及び株数については表示単位未満を切り捨て、比率その他については四捨五

入しています。） 

 



附属明細書 

 

事業報告に記載の事項以外に補足すべき重要な事項はありません。 



八馬汽船株式会社 

連結計算書類 

連結貸借対照表 

２０２６年３月３１日現在 

（単位：千円） 

資産の部 負債の部 

科    目 金    額 科    目 金    額 

【流動資産】  【流動負債】  

現金及び預金 2,549,293 海運業未払金及び買掛金 1,791,992 

海運業未収金及び売掛金 373,434 短期借入金 1,006,820 

契約資産 7,260 未払費用 11,483 

未収金 54,040 未払法人税等 120,414 

立替金 1,711,597 契約負債 13,798 

棚卸資産   603,744 従業員賞与引当金 139,764 

繰延及び前払費用 62,832 役員賞与引当金 3,450 

預け金 1,178,167 その他流動負債 1,262,054 

その他流動資産 227,960   

流動資産合計 6,768,330 流動負債合計 4,349,779 

【固定資産】  【固定負債】  

（有形固定資産） 4,192,789 長期借入金   649,347 

船舶 4,104,825 退職給付に係る負債 47,668 

建物   26,896 役員退職慰労引当金 7,525 

土地   38,823 特別修繕引当金 340,614 

建設仮勘定 16,318 その他固定負債 1,701 

その他有形固定資産 5,925 固定負債合計 1,046,856 

（無形固定資産）   3,454 負債合計 5,396,635 

（投資その他の資産） 224,437 純資産の部 

投資有価証券 16,353 【株主資本】  

退職給付に係る資産 54,790 資本金 500,000 

繰延税金資産 109,385 資本剰余金 100,000 

その他投資その他の資産 50,427 利益剰余金 5,186,479 

貸倒引当金 △ 6,519 株主資本合計 5,786,479 

  【その他の包括利益累計額】  

  その他有価証券評価差額金 5,898 

  その他の包括利益累計額合計 5,898 

固定資産合計 4,420,682 純資産合計 5,792,378 

資産合計    11,189,013 負債・純資産合計 11,189,013 



八馬汽船株式会社 

連結損益計算書 

自 ２０２５年４月１日 至 ２０２６年３月３１日 

（単位：千円） 

科    目 金    額 

売上高   

海運業収益 7,148,137  

その他事業収益 711,303 7,859,441 

売上原価   

海運業費用 6,557,908  

その他事業費用 615,364 7,173,273 

売上総利益  686,167 

販売費及び一般管理費  599,495 

営業利益  86,672 

営業外収益   

受取利息及び配当金 73,246  

為替差益 209,702  

その他営業外収益 35,222 318,171 

営業外費用   

支払利息 17,514  

その他営業外費用 16 17,530 

経常利益  387,312 

特別利益   

投資有価証券売却益 215,986 215,986 

特別損失   

固定資産除却損 4,217  

合併関連特別損失 64,480 68,698 

税金等調整前当期純利益  534,600 

法人税、住民税及び事業税   164,265  

法人税等調整額  △25,209 139,056 

当期純利益  395,544 

親会社株主に帰属する当期純利益  395,544 

 



連結株主資本等変動計算書 

自 ２０２５年４月１日 至 ２０２６年３月３１日 

                                                        （単位：千円） 

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

２０２５年４月１日 残高 500,000 100,000 4,893,128 △ 57,972 5,435,155 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △ 44,220  △ 44,220 

親会社株主に帰属する当期

純利益 
  395,544  395,544 

自己株式の消却   △ 57,972 57,972  

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額） 
     

連結会計年度中の変動額合計 － － 293,351 57,972 351,323 

２０２６年３月３１日残高 500,000 100,000 5,186,479 － 5,786,479 

 

                                    （単位：千円） 

 その他の包括利益累計額 

純資産合計 
 

その他有価証券 
評価差額金 

その他の包括利益
累計額合計 

２０２５年４月１日 残高 120,302 120,302 5,555,458 

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当   △ 44,220 

親会社株主に帰属する当期

純利益 
  395,544 

自己株式の消却    

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額） 
△ 114,404 △ 114,404 △ 114,404 

連結会計年度中の変動額合計 △ 114,404 △ 114,404 236,919 

２０２６年３月３１日残高 5,898 5,898 5,792,378 

 



連結注記表 

 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記） 

（１）連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数   ３社 

会社の名称        株式会社ペガサスマリタイム 

              PEGASUS SHIPHOLDING S.A. 

              PINE CREST SHIPPING CORP. 

 

（２）会計方針に関する事項 

①重要な資産の評価基準及び評価方法 

      1.有価証券 

  その他有価証券のうち市場価格のない株式等以外のものについては、連結会計年度末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法によ

り算定）、市場価格のない株式等については、移動平均法による原価法によっています。 

2.デリバティブ 

  時価法によっています。 

3.棚卸資産 

  主として先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法により算定）によっています。 

②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

1. 有形固定資産の減価償却の方法は、主として定率法によっていますが、海外子会社１社の所有

する一部の船舶は定額法によっています。 

  ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１

日以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっています。 

2. 無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっています。 

③重要な引当金の計上基準 

1. 貸倒引当金は、金銭債権の貸倒による損失に備え、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してい

ます。 

2. 賞与引当金は、従業員の賞与支給に備え、翌連結会計年度支給見込額のうち、当連結会計年度

の負担に属する部分を計上しています。 

3. 役員賞与引当金は、役員の賞与支給に備え、翌連結会計年度支給見込額のうち、当連結会計年

度の負担に属する部分を計上しています。 

4. 役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しています。 

5. 特別修繕引当金は、船舶の特別修繕に要する費用の支出に備えるため、将来の見積修繕額に基

づいて計上しています。 

 



④ヘッジ会計の処理 

  繰延ヘッジ処理を採用しています。ただし、金利スワップのうち要件を満たしたものについては、

特例処理を採用しています。 

⑤退職給付に係る負債の計上基準 

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務見込額及び年金資産の

額に基づき計上しています。 

  なお、退職給付債務の算定に当たっては、簡便法を採用しています。 

⑥収益及び費用の計上基準 

1.海上貨物輸送に係る収益 

当社は、顧客との航海傭船契約に基づいて積荷の海上輸送を行う履行義務を負っていま

す。当該履行義務は、一航海の経過日数をもって日々充足するものであるため、航海日割

基準によって収益を認識しています。 

2.定期傭船に係る収益並びに船舶管理に係る収益 

当社は、顧客との定期傭船契約並びに船舶管理契約に基づいて船舶の堪航性を維持する

義務を負っています。当該履行義務は、両契約期間中は常に充足するものであるため、経

過日数をもって進捗を測り収益を認識しています。なお、定期傭船に係る収益については、

顧客に支払われる対価と純額で収益を認識しています。 

3.上記以外の収益及び費用 

当社は、当連結会計年度末までに発生した額を計上しています。 

 

 

 



（連結貸借対照表に関する注記） 

（１）担保に提供している資産及び担保に係る債務（予約を含む） 

担保に提供している資産  

船舶 3,964,296千円 

     担保に係る債務  

短期借入金 1,006,820千円 

長期借入金 649,347千円 

  

 （２）有形固定資産の減価償却累計額 12,120,337千円 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

 （１）当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数  

普通株式 9,826,806株 

 

 （２）剰余金の配当に関する事項  

①配当金支払額 

決議 株式の 
種 類 

配当金の総額 １株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2025年６月20日 
定時株主総会 

普通 
株式 

44,220千円 ４円50銭 2025年３月31日 2025年６月23日 

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  ２０２６年６月 25 日開催の第 112 期定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項

を次のとおり提案しています。 

   なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しています。 

決議予定 株式の 
種 類 

配当金の総額 １株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2026年６月25日 
定時株主総会 

普通 
株式 

393,072千円 40円00銭 2026年３月31日 2026年６月26日 

 

（金融商品に関する注記） 

（１）金融商品の状況に関する事項 

資金運用については短期的な預金及び親会社への預け金・貸付金に限定し、金融機関等からの借入

により資金を調達しています。 

海運業未収金及び売掛金に係る長期滞留等による貸倒リスクは、経理規程に沿って滞留残高等の分

析を行い、リスク低減を図っています。 

立替金の多くの金額は親会社及び兄弟会社との船舶の管理受託取引によるものであり、回収可能性

は非常に高いと認識しています。 

投資有価証券はすべて株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。 

海運業未払金及び買掛金については経理規程に沿って支払期日をもって公正妥当な支払いを行って

おり、債務の長期滞留を起こさないよう資金管理を行っています。 

借入金の使途は主として船舶建造資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金融商

品を用いたリスク管理に関する規程に沿って金利スワップ取引を実施し、支払利息の固定化を実施し

ています。 

 

 

 



（２）金融商品の時価等に関する事項 

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで 

あります。 

現金は注記を省略しており、預金、海運業未収金及び売掛金、立替金、預け金、海運業未払金及び買

掛金、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略してい

ます。 

（単位：千円） 

 連結貸借対照表 
計上額(※１) 時価(※１) 差額 

投資有価証券 その他有価証券 11,406 11,406  － 

長期借入金 
(１年内返済予定の長期借入金含む) 

(1,656,167) (1,632,197) 23,970 

       （※１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

      

     （金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項） 

① 投資有価証券については取引所の価格によっています。なお、市場価格のない株式等（連結 

貸借対照表計上額4,947千円）は、上記表の「投資有価証券 その他有価証券」には含めてい

ません。 

      ②  借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率 

  で割り引いて算定する方法によっています。 

③ デリバティブ取引 

       （１）ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。 

       （２）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体とし

て処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

 （１）１株当たり純資産額 589円44銭 

  

 （２）１株当たり当期純利益 40円25銭 

 

 

 



（重要な後発事象の注記） 

2026年4月1日付、当社は旭海運株式会社及び三菱鉱石輸送株式会社と合併し、NYKバルクシップパート

ナーズ株式会社として事業を開始致しました。企業結合の概要は以下の通りです。 

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後の企業名称並びに

取引の目的を含む取引の概要 

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

企業の名称：旭海運株式会社 三菱鉱石輸送株式会社 

事業の内容：船舶管理業、船主業、運航業 

② 企業結合日 

2026年4月1日 

③ 企業結合の法的形式 

当社を存続会社とし、旭海運株式会社及び三菱鉱石輸送株式会社を消滅会社とする吸収合併 

④ 結合後の企業名称 

NYKバルクシップパートナーズ株式会社 

⑤ 取引の目的を含む取引の概要 

これまで日本郵船のグループ会社として、各事業領域において各社の強みを活かしたビジネスを展開

してきました。今回の合併により、3社の共通軸である船舶管理機能を強化しつつ、類似する事業を統

合することで、船舶管理業のみならず、船主業・運航業においても更なる競争力強化を目指します。 

 

２．実施する会計処理の概要 

  「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理する予定です。 

 

３．結合当事企業の直近の財政状態 

  旭海運株式会社及び三菱鉱石輸送株式会社の2026年3月31日時点の財政状態は次の通りです。 

 旭海運株式会社 

  (千円) 

流動資産 5,128,412 

固定資産 4,101,399 

流動負債 4,641,527 

固定負債 356,621 

純資産 4,231,661 

   三菱鉱石輸送株式会社 

  (千円) 

流動資産 14,537,571 

固定資産 12,728,514 

流動負債 4,045,770 

固定負債 10,540,571 

純資産 12,679,744 

 

 



   

 

   

 

               貸借対照表 

２０２６年３月３１日現在 

（単位：千円）   

資産の部 負債の部 

科    目 金    額 科    目 金    額 

【流動資産】  【流動負債】  

現金及び預金 2,045,803 海運業未払金 1,736,773 

海運業未収金 508,968 未払金 130,980 

契約資産 7,260 未払費用 9,235 

未収金 37,625 未払法人税等 109,469 

短期貸付金 1,670,800 契約負債 13,798 

立替金 1,753,092 預り金 1,088,504 

貯蔵品 429,272 賞与引当金 136,006 

繰延及び前払費用 13,244 役員賞与引当金 3,450 

預け金 1,178,167 その他流動負債 53,018 

その他流動資産 187,999   

流動資産合計 7,832,233 流動負債合計 3,281,236 

【固定資産】  【固定負債】  

（有形固定資産） 87,670 退職給付引当金 40,107 

建物 26,896 その他固定負債 1,701 

器具・備品 5,631 固定負債合計 41,808 

土地 38,823 負債合計 3,323,045 

建設仮勘定 16,318 純資産の部 

（無形固定資産） 2,885 【株主資本】  

ソフトウェア 2,885 資本金 500,000 

電話加入権 0 資本剰余金  

（投資その他の資産） 192,869 資本準備金 100,000 

投資有価証券 16,353 資本剰余金合計 100,000 

関係会社株式 21,940 利益剰余金   

出資金 50  利益準備金 49,765 

前払年金費用 54,790 その他利益剰余金 4,136,950 

繰延税金資産 55,951   繰越利益剰余金 4,136,950 

その他投資その他の資産 50,302 利益剰余金合計 4,186,715 

貸倒引当金 △ 6,519 株主資本合計 4,786,715 

  【評価・換算差額等】  

  その他有価証券評価差額金 5,898 

  評価・換算差額等合計 5,898 

固定資産合計 283,425 純資産合計 4,792,614 

資産合計 8,115,659 負債・純資産合計 8,115,659 

 

 

 

 

 

 

 



   

 

   

 

損益計算書 

自 ２０２５年４月１日 至 ２０２６年３月３１日 

（単位：千円） 

科    目 金    額 

海運業収益   

運賃 4,249,934  

貸船料 1,593,692  

その他海運業収益 1,344,972 7,188,600 

海運業費用   

運航費 2,277,107  

船費 299,194  

借船料 3,150,126  

その他海運業費用 950,578 6,677,006 

海運業利益  511,593 

一般管理費  489,182 

営業利益  22,411 

営業外収益   

受取利息及び配当金 133,656  

有価証券売却益 327  

為替差益 210,164  

その他営業外収益 35,610 379,758 

営業外費用   

      その他営業外費用 16 16 

経常利益  402,153 

特別利益   

投資有価証券売却益 215,986 215,986 

特別損失   

固定資産除却損 4,217  

合併関連特別損失 64,480 68,698 

税引前当期純利益  549,441 

法人税、住民税及び事業税 141,425  

法人税等調整額 780 142,205 

当期純利益  407,235 

 



株主資本等変動計算書 

自 ２０２５年４月１日 至 ２０２６年３月３１日 

（単位：千円） 

 株主資本 

 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合  計 資 本 

準備金 

資 本 

剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 

剰余金 
合 計 

退 職 
積立金 

別 途 
積立金 

繰 越 

利 益 
剰余金 

2025 年 ４月 1日 

残高 
500,000 100,000 100,000 49,765 20,000 350,000 3,461,908 3,881,673 △57,972 4,423,700 

事業年度中の変動額           

剰余金の配当       △ 44,220 △ 44,220  △ 44,220 

当期純利益       407,235 407,235  407,235 

任意積立金の取崩

額 
    △ 20,000 △ 350,000 370,000 －  － 

自己株式の消却       △ 57,972 △ 57,972 57,972 － 

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額） 

          

事業年度中の変動額

合計 
－ － － － △ 20,000 △ 350,000 675,042 305,042 57,972 363,014 

2026 年 3 月 31 日 

残高 
500,000 100,000 100,000 49,765 － － 4,136,950 4,186,715 － 4,786,715 

 

                                              （単位：千円） 

 評価・換算差額等 

純資産合計 
 

その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算差額等 

合 計 

2025 年４月１日  

残高 
120,302 120,302 4,544,003 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △ 44,220 

当期純利益   407,235 

任意積立金の取崩

額 
   

自己株式の消却    

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額） 

△ 114,404 △ 114,404 △ 114,404 

事業年度中の変動額

合計 
△ 114,404 △ 114,404 248,610 

2026年 3 月 31 日 

残高 
5,898 5,898 4,792,614 

 



個別注記表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

 子会社株式については移動平均法による原価法によっています。 

 その他有価証券のうち市場価格のない株式等以外のものについては、期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）、市

場価格のない株式等については、移動平均法による原価法によっています。 

② 棚卸資産 

 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により

算定）によっています。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産の減価償却の方法は、定率法によっています。 

 ただし、平成 10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成 28年４月１日以

降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっています。 

 無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっています。 

 

（３）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金は、金銭債権の貸倒による損失に備え、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。 

② 賞与引当金は、従業員の賞与支給に備え、翌事業年度支給見込額のうち、当事業年度の負担に属

する部分を計上しています。 

③ 役員賞与引当金は、役員の賞与支給に備え、翌事業年度支給見込額のうち、当事業年度の負担に

属する部分を計上しています。 

④ 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額

及び年金資産の額に基づき計上しています。 

  なお、退職給付債務の算定に当たっては簡便法を採用しています。 

⑤ 役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支

給額を計上しています。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

①  海上貨物輸送に係る収益 

当社は、顧客との航海傭船契約に基づいて積荷の海上輸送を行う履行義務を負っていま 

す。当該履行義務は、一航海の経過日数をもって日々充足するものであるため、航海日割   

基準によって収益を認識しています。 

②  定期傭船に係る収益並びに船舶管理に係る収益 

当社は、顧客との定期傭船契約並びに船舶管理契約に基づいて船舶の堪航性を維持する          

義務を負っています。当該履行義務は、両契約期間中は常に充足するものであるため、経   

過日数をもって進捗を測り収益を認識しています。なお、定期傭船に係る収益については、

顧客に支払われる対価と純額で収益を認識しています。 

③  上記にかかる費用 

当社は、当事業年度末までに発生した額を計上しています。 



 

（貸借対照表に関する注記） 

 （１）有形固定資産の減価償却累計額 123,744千円 

  

 （２）偶発債務  

     保証債務等  

      PEGASUS SHIPHOLDING S.A. ※１ 1,656,167千円 

      ※１．金融機関からの借入金に対する債務保証です。 

  

 （３）関係会社に対する金銭債権債務 

            短期金銭債権 

 

3,107,155千円 

  短期金銭債務 446,479千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

   関係会社との取引高  

海運業収益 858,040千円 

海運業費用及び一般管理費 

営業取引以外の取引高 

3,293,358千円 

142,087千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

普通株式 当期首 

     当期中の減少 

     当期末 

173,194株 

173,194株 

0株 

（注）会社法第178条に基づき、保有する自己株式173,194株の全部を消却しました。 



（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    （繰延税金資産）  

賞与引当金 42,801千円 

投資有価証券評価損否認 1,809千円 

外国子会社留保金 

退職給付引当金 

その他 

9,186千円 

12,621千円 

21,532千円 

 繰延税金資産小計 87,951千円 

評価性引当額 △ 14,757千円 

 繰延税金資産合計 73,194千円 

    （繰延税金負債）  

前払年金費用 △ 17,242千円 

 繰延税金負債合計 △ 17,242千円 

 繰延税金資産の純額 55,951千円 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

（１）親会社 

種類 
会社の 
名称 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関連当事者
との関係 

取引内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

親会社 
日本郵船 
株式会社 

被所有 
直接 
100％ 

船舶の賃貸 
借等 
 
役員の受入 

 
船舶の賃貸 
 
 
利息の受取 
 

 
757,036 

 
 

64,242 
 

 
 
 
預け金 
 

     
 
 

1,178,167 
 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

① 船舶の貸船料につきましては、借船料に船員費等の原価を加味して当社希望貸船料を提示し、毎期

貸船料の交渉の上、決定しています。 

② 期末残高の預け金は、日本郵船株式会社グループ内の資金を一元化して効率活用することを目的と

するものであり、取引金額については省略しています。受取利息の金利につきましては、市場の実勢

金利を考慮の上、決定しています。 

        



（２）子会社 

種類 
会社の 
名称 

議決権
等の所
有(被所
有)割合 

関連当事者
との関係 取引内容 

取引金額 
(千円) 科目 

期末残高 
(千円) 

子会社 
PEGASUS 
SHIPHOLD- 
ING S.A. 

所有 
直接 
100％ 

船舶の賃借 
等 
 
役員の兼任 

 
船舶の賃借 
 
 
債務保証 
 
 
債務保証料の 
受取 
 
資金の貸付 
 
 
利息の受取 
 

2,319,841 
 
 

1,656,167 
 

 
3,595 

 
 

1,400,000 
 
 

16,705 

 
 
 
 
 
 
海運業未払金 
 
 
短期貸付金 
 
 
未収利息 

－ 
 
 
 
 
 

105,765 
 
 

1,670,800 
 
 

825 

子会社 
PINE CREST 
SHIPPING 
CORP. 

所有 
直接 
100％ 

船舶の賃借 
等 
 
役員の兼任 

船舶の賃借 
 
船舶の管理 
受託 
 

830,284 
 

52,351 
 
 

海運業未収金 
 
海運業未払金 
 

141,084 
 

202,371 
 

子会社 
株式会社 
ﾍﾟｶﾞｻｽ 
ﾏﾘﾀｲﾑ 

所有 
直接 
100％ 

管理船舶の
船費の支払
等 
 
役員の兼任 

 

 
 
 

 
 

 
 
海運業未払金 
 
 
 

 
 

82,161 
 

 
 

   （取引条件及び取引条件の決定方針） 

① PEGASUS SHIPHOLDING S.A.との取引の借船料につきましては、船員費等の原価に金利及び減価償却

費を勘案の上、決定しています。 

② 債務保証は、金融機関からの借入金に対する債務保証です。 

③ ②に係る債務保証料につきましては、市場情勢等を勘案し、合理的に決定しています。 

④ PINE CREST SHIPPING CORP.との取引の借船料につきましては、日本郵船株式会社他との貸借船料

を斟酌の上、決定しています。 

⑤ 資金の貸付に関する受取利息の金利につきましては、市場の実勢金利を考慮の上、決定しています。 

⑥ 株式会社ペガサスマリタイムとの取引の船費の支払につきましては、予算に則り船主より資金を預

かり、支払業務を行っています。 



 

（３）兄弟会社 

種類 
会社の 
名称 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関連当事者
との関係 

取引内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

親 会 社
の 子 会
社 

株式会社 
郵船商事 
ﾏﾘﾝ 

－ 管理船舶の 
船費の支払 

船費の支払 － 海運業未払金 118,346 

親 会 社
の 子 会
社 

郵船商事 
株式会社 － 

管理船舶の 
船費の支払 船費の支払 － 海運業未払金 266,257 

親 会 社
の 子 会
社 

HIMOROV 
SHIPHOLDING 
S.A. 

－ 
船舶の管理
受託 

船舶の管理
受託 － 預り金 96,050 

親 会 社
の 子 会
社 

STELLAR 
MARINE LTD. 
S.A. 

－ 
船舶の管理
受託 

船舶の管理
受託 － 預り金 430,365 

親 会 社
の 子 会
社 

GRANVILLE 
SHIPHOLDING 
S.A. 

－ 
船舶の管理
受託 

船舶の管理
受託 

－ 立替金 87,514 

親 会 社
の 子 会
社 

SAMARINDA 
MARITIMA 
S.A. 

－ 船舶の管理
受託 

船舶の管理
受託 

－ 立替金 113,519 

親 会 社
の 子 会
社 

EDO 
NAVIGATION 
S.A. 

－ 
船舶の管理
受託 

船舶の管理
受託 － 立替金 142,664 

親 会 社
の 子 会
社 

XENIAL 
MARINE S.A. 

－ 
船舶の管理
受託 

船舶の管理
受託 

－ 立替金 108,566 

    

 

（取引条件及び取引条件の決定方針） 

船費の支払につきましては、予算に則り船主より資金を預かり、支払業務を行っています。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

 （１）１株当たり純資産額 487円70銭 

  

 （２）１株当たり当期純利益 41円44銭 

 

  



（重要な後発事象の注記） 

2026年4月1日付、当社は旭海運株式会社及び三菱鉱石輸送株式会社と合併し、NYKバルクシップパート

ナーズ株式会社として事業を開始致しました。企業結合の概要は以下の通りです。 

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後の企業名称並びに

取引の目的を含む取引の概要 

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

企業の名称：旭海運株式会社 三菱鉱石輸送株式会社 

事業の内容：船舶管理業、船主業、運航業 

② 企業結合日 

2026年4月1日 

③ 企業結合の法的形式 

当社を存続会社とし、旭海運株式会社及び三菱鉱石輸送株式会社を消滅会社とする吸収合併 

④ 結合後の企業名称 

NYKバルクシップパートナーズ株式会社 

⑤ 取引の目的を含む取引の概要 

これまで日本郵船のグループ会社として、各事業領域において各社の強みを活かしたビジネスを展開

してきました。今回の合併により、3社の共通軸である船舶管理機能を強化しつつ、類似する事業を統

合することで、船舶管理業のみならず、船主業・運航業においても更なる競争力強化を目指します。 

 

２．実施する会計処理の概要 

  「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理する予定です。 

 

３．結合当事企業の直近の財政状態 

  旭海運株式会社及び三菱鉱石輸送株式会社の2026年3月31日時点の財政状態は次の通りです。 

 旭海運株式会社 

  (千円) 

流動資産 5,128,412 

固定資産 4,101,399 

流動負債 4,641,527 

固定負債 356,621 

純資産 4,231,661 

   三菱鉱石輸送株式会社 

  (千円) 

流動資産 14,537,571 

固定資産 12,728,514 

流動負債 4,045,770 

固定負債 10,540,571 

純資産 12,679,744 

 



附属明細書 

 

会社計算規則第117条に基づく附属明細書                                  

第112期 
自 ２０２５年４月 １日 

至 ２０２６年３月３１日 

 

１．有形固定資産及び無形固定資産の明細 

（単位：千円）   

区分 資産の種類 
期 首 

帳簿価額 
当期増加額 当期減少額 当期償却額 

期 末 

帳簿価額 

減価償却 

累計額 

期 末 

取得原価 

有
形
固
定
資
産 

建   物 27,139 5,742 4,146 1,838 26,896 62,235 89,131 

器具・備品 8,968 1,287 70 4,552 5,631 61,509 67,141 

土   地 38,823 －  ― － 38,823 － 38,823 

建設仮勘定 ― 16,318 ― ― 16,318 ― 16,318 

計 74,930 23,347 4,217 6,390 87,670 123,744 211,415 

無
形
固
定
資
産 

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 3,947 470 － 1,532 2,885    

電話加入権 0 － － － 0 

計 3,947 470 － 1,532 2,885 

 

２．引当金の明細 

（単位：千円）   

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

貸 倒 引 当 金 6,519 －  － 6,519 

賞 与 引 当 金 131,771 136,006 131,771 136,006 

役員賞与引当金 2,300 3,450 2,300 3,450 

退職給付引当金  43,468 4,606 7,967  40,107 

役員退職慰労引当金 17,250 6,325 23,575 － 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３．一般管理費の明細 

（単位：千円） 

科  目 金  額 摘  要 

役員報酬 67,580  

役員賞与引当金繰入額 3,450  

役員退職慰労引当金繰入額 6,325  

従業員給与 177,099  

賞与引当金繰入額 36,966  

福利厚生費 46,317  

派遣社員費 44,509  

旅費・交通費 20,083  

通信費 2,403  

消耗品費 5,531  

事業税・事業所税 21,022  

地代家賃 13,376  

固定資産減価償却費 2,283  

交際費 7,955  

会費 6,164  

法律・会計費用 15,014  

その他一般管理費 13,100  

計 489,182  
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2025 4 1 2026 3 31 112

2026 4 1
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【別紙３】



















至

1
0
二
五
年

二

0
二
六
年

十＿＿―-ロ 三
月
四
月

三
十
一
日
一
日

算

書

旭
海
運
株
式
会
社

類



資 産 の
科 目

流動資産

現金及び預金

C M s預け金
営 業 未 収 金

未収還付法人税等

契 約 資 産

貯 蔵 品
月9Ir J 払 費 用

短 期 貸 付 金

リ ス 債 権
その他流動資産

固定資産

有形固定資産

船 舶

器 具 • 備 品
その他有形固定資産

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

ソフトウェア

その他無形固定資産

投資その他の資産

関係会社株式

投資有価証券

リ ス 債 権
繰延税金資産

そ の 他 投 資

資 産 合 計

貸借対照表
2026年03月31日現在

部 負 債

金 額 科 目

5,128,412 流動負債

438,453 営業未払金

868,377 短期借入金

1,201,238 未 払 費 用

34,186 未払法人税等

641,233 月.I,J 受 金

805,413 契 約 負 債

208,725 預 り 金

124,000 賞与引 当 金

359,256 役員賞与引当金

447,527 その他流動負債

4,101,399 固定負債

2,193,534 退職給付引当金

2,027,429 特別修繕引当金

208 

2,410 

163,486 

18,965 負 債 合 計

18,838 純 資 産

127 

株主資杢

資本金

1,888,898 資本剰余金

438 その他資本剰余金

160,714 

1,368,204 利益剰余金

132,059 利益準備金

227,482 その他利益剰余金

繰越利益剰余金

匠価・幾纂差額隻

その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

の

9,229,811 負債及び純資産合計

（単位：千円）

部

金 額

4,641,527 

1,111,697 

2,159,000 

38,006 

4,115 

513,432 

150,750 

2,181 

50,093 

8,000 

604,249 

356,621 

229,988 

126,633 

4,998,149 

の 部

4,159,749 

495,000 

37,152 

37,152 

3,627,596 

123,750 

3,503,846 

3,503,846 

71,912 

71,912 

4,231,661 

9,229,811 



損 益計算
自 2025年04月01日

至 2026年03月31日

書

内訳 金額

I. 海 運 塞 瓶 益

運 賃 10,993,715 

貸 船 料 2,254,279 

その他海運業収益 528,737 13,776,731 

II. 海 運 業 豊 用

運 航 費 4,397,935 

船 費 452,441 

（船舶減価償却費内数） (185,718) 

借 船 料 7,364,765 

その他海運業費用 549,875 12,765,018 

海 運 業 利 益 1,011,713 

m. 般 萱 理 費 840,972 

営 業 利 益 170,740 

w. 営 婁 外 虹 益
受取利息・配当金 38,398 

為 替 差 益 11,971 

その他営業外収益 16,665 67,034 

V. 営 婁 外 費 用

支 払 利 息 21,079 

その他営業外費用 2,901 23,980 

経 常 利 益 213,794 

VI. 持 別 登l 益
投資有価証券売却益 163,069 163,069 

VJ[． 持 別 損 失

固定資産除却損 27,033 

合 併 関 連 費 用 111,008 138,041 

税引前当期純利益 238,822 

法人税、住民税及び事業税 87,053 

法人税等調整額 △115,435 △28,382 

当 期 純 利 益 267,205 

（単位：千円）



資本金

2025年04月01日残高

495,000 

事業年度中の変勤額

剰余金の配当

当期純利益

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の
変勤額合計

2026年03月31日残高

495,000 

株 主資本等変動計算書
( 2025年04月01日から
2026年03月31日まで〕

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金 株主資本合計

その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

37,152 37,152 123,750 3,434,495 3,558,245 4,090,398 

ー△197,854 △197,854 △197,854 

267,205 267,205 267,205 

69,351 69,351 69,351 

37,152 37,152 123,750 3,503,846 3,627,596 4,159,749 

（単位：千円）

評価・換算差額等

純資産合計
その他

評価・換算
有価証券

差額等合計
評価差額金

158,621 158,621 4,249,020 

△197,854 

267,205 

△86,709 △86,709 △86,709 

△86,709 △86,709 △17,358 

71,912 71,912 4,231,661 



個別注記表
自2025年4月 1日
至 2026年3月31日

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
1.資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式・・・・・・・ 移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの ・・・・ 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 ・・・・ 移動平均法による原価法

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 ……• 先入先出法による原価法
（収益性の低下による簿価切下げの方法）

2.固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産

船舶、建物、及びその他有形固定資産については定額法を採用しております。また、器具・備品について
は定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりです。

船舶 20年

建物 8年～18年

器具・備品 4年～15年

その他有形固定資産 3年

(2)無形固定資産

定額法を採用しております。なお自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(5年）に基
づく定額法を採用しております。

3.引当金の計上基準

(1)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(2)役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び、年金資産の額に基づき、必要と認
められる額を計上しております。

(4)特別修繕引当金

船舶の特別修繕に要する費用の支払に備えるため、船舶の将来の見積もり修繕額に基づいて計上してお
ります。

4.収益及び費用の計上基準

(1)運賃及び運航費の計上基準

貨物運賃又は貨物輸送に係る収益は、主に顧客向けの石炭・鉱石輸送の運賃であり、顧客との契約に甚
づいて輸送サービスを提供する履行義務を負っております。当該海上輸送契約は、一定の期間にわたり
履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。

(2)貸船料に係る計上船準

貸船においては、顧客との契約に碁づいて輸送能力を備えた船舶を貸し渡す履行義務を負っておりま
す。当該傭船契約は、船舶を貸し渡している時点にて履行義務を充足しており、傭船期間のうち当事業年
度内に経過した日数に応じて収益を認識しております。

(3)ファイナンス・リース取引に係る計上基準

リース契約期間に碁づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を甚準として利息相当額を受取利
息として計上しております。

(4)船舶管理業務に係る計上基準

当社が代理人として関与しております船舶管理業務については、管理船の業務受託手数料部分を収益と
して認識しております。



2. 会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る
計算書類に重要な影瞥を及ぼす可能性があるものは、「6.税効果会計に関する注記」に記載の通りであ
ります。

(2)会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所待の発生時期及び金額によって見積っており
ます。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発
生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金
資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

3. 会計上の見積りの変更に関する注記
繰延税金資産の回収可能性にかかる見積りの変更

当社は、当事業年度における業績及び翌事業年度の業績見通しを踏まえ、企業会計基準適用指針第26号
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」に示された分類の見直しを行いました。
当該見積りの変更により、繰延税金資産、法人税等調救額（貸方）及び当期純利益が72,492千円増加してお
ります。

4. 貸借対照表に関する注記
1.有形固定資産の減価償却累計額

2.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権

長期金銭債権

短期金銭債務

5. 損益計算書に関する注記
1.関係会社との取引高

海運業収益

海運業費用

営業取引以外の取引高

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
1.当該事業年度の末日における発行済株式の数

2.剰余金の配当に関する事項

当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

1,693,575 千円

1,475,284 千円

1,368,204 千円

2,733,350 千円

921,478 千円

2,927,039 千円

47,229 千円

普通株式 10,643,052株

決議 1株式の種類 1配当の原資 1酉畠炉虐腐万1ふ冒贔宕ぶ 基準日 効力発生日

20i贔靡雷讐I普通株式 I利益剰余金I197,854 

7. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金

退職給付引当金

特別修繕引当金

未払費用

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

18.59 I 2025年3月31日l2025年6月9日

（単位：千円）

2026年 3月31日現在

15,789 

72,492 

39,914 

18,384 

24,694 

171,275 

△ 6,116 

165,159 

△ 33,099 

△ 33,099 

132,059 



8. 金融商品に関する注記
1.金融商品の状況に関する事項

当社の資金運用については短期的な預金等に限定し、資金の調達は親会社からの借入によっております。
営業未収金、リース債権及び貸付金に係わる顧客はグループ会社、神戸製鋼所及び電力会社に限定され、
信用リスクは殆んど存在しません。
未収還付法人税等は一年以内に還付予定であります。
投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクにさらされています。
営業未払金、未払法人税等及び預り金は短期間で決済されるものです。
短期借入金については設備投資資金に充てられており支払利息は固定金利によっております。

2.金融商品の時価等に関する事項

2026年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の通りであります。

貸借対照表計上額（＊1)

(1)現金及び預金 438,453 

(2)CMS預け金 868,377 

(3)営業未収金 1,201,238 

(4)未収還付法人税等 34,186 

(5)リース債権(*2) 1,727,460 

(6)短期貸付金 124,000 

(7)投資有価証券 159,210 

資産計 4,552,926 

(8)営業未払金 (1,111,697) 

(9)預り金： (2,181) 

(10)未払法人税等 (4,115) 

(11)短期借入金 (2,159,000) 

負債計 (3,276,995) 

(*1)負債に計上されているものについては、（）で示しております。

(*2)短期リース債権359,256千円を含めております。

（注1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

時価（＊1)

438,453 

868,377 

1,201,238 

34,186 

1,647,647 

122,118 

159,210 

4,471,231 

(1,111,697) 

(2,181) 

(4,115) 

(2,135,872) 

(3,253,867) 

(1)現金及び預金、 (2)CMS預け金、 (3)営業未収金並びに(4)未収還付法人税等

（単位：千円）

差 額

(79,813) 

(1,881) 

(81,695) 

23,127 

23,128 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(5)リース債権

リース料の合計額を、新規にリースを行なった場合に想定される利率で割り引いた現在価値を算定しております。

(6)短期貸付金

元利金の合計額を、新規に貸付を行なった場合に想定される利率で割り引いた現在価値を算定しております。

(7)投資有価証券

取引所の価格によっております。

(8)営業未払金、 (9)預り金並びに(10)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(11)短期借入金

元利金の合計額を、新規に借入を行なった場合に想定される利率で割り引いた現在価値を算定しております。

（注2)市場価格のない株式等

市場価格のない株式等は「(6)投資有価証券」には含まれておりません。 2026年3月31日における貸借対照表

計上額は以下の通りです。

：：ご三： 10年超

4年超

短期借入金 2,159,000 



9. 関連当事者との取引に関する注記
1.親会社及び法人主要株主等

会社等の
議決権等の

属性
名称

所有（被所
有）割合

日本郵船 被所有
親会社

株式会社 直接100.00%

関連当事者と
の関係

共同連航船舶
の
損益配分

船舶の賃貸

船舶の賃借

資金取引

取引条件及び取引条件の決定方針等

取引の内容

共同連航に係る債
権債務（注1)

貸船料（注2)

貸船時貯蔵品売却

貸船返船時の
貯蔵品買取

その他営業収益
その他営業費用

借船料（注3)

借船時貯蔵品買取

借船返船時の
貯蔵品売却

その他営業収益

運航費

資金の貸付（注4)

利息の受取

資金の借入（注5)

利息の支払

（単位：千円）

取引金額 科目 期末残高

79,366 営業未払金 15,418 

853,036 
営業未収金 1,112 

営業未払金 44,799 

213,081 

232,351 営業未払金 1,942 

40 
1,074 

前払費用 37,158 

1,086,691 営業未収金 42,608 

営業未払金 22,623 

398,415 営業未払金 188,819 

160,176 

2 

6,916 営業未払金 6,898 

△384,043 CMS預け金 868,377 

4,772 

△540,000 
短期借入金 2,159,000 

18,610 末払利息 706 

（注l)共同連航に係る債権債務は、共同で運航する船舶の運航収支折半にともなう債権債務の発生です。

（注2)貸船料は長期傭船契約の他にスポット傭船があり、日本郵船株式会社以外からもレートを入手し、傭船先及
び傭船価格を決定しております。

（注3)借船料は日本郵船株式会社以外からもレートを入手し、傭船先及び傭船価格を決定しております。

（注4)資金の貸付は、親会社のCMSへの加入によるものです。

取引金額の△表示は当期の減少額です。

（注5)資金の借入は、船舶購入のための借入金で、借入金利は市場金利により決定しております。



2.子会社及び関連会社等
議決権等の

関連当事者
属性 会社等の名称 所有（被所

との関係
取引の内容 取引金額

有）割合

事務代行手 その他営業収益
数料の受取 （注1) 18,000 

SUN-PHIL 
SHIP 所有 船舶の貸借 借船料（注2) 163,037 

子会社
MANAGING, 直接100% 資金の預け（注3) △ 12,193 
S.A. 資金取引 利息の受取 64 

資金の預り（注4) 492 

事務代行手 その他営業収益

数料の受取 （注1) 16,800 

ARAW 船舶の貸借 借船料（注2) 620,321 

子会社
MARITIMA 所有

資金の預り（注4) 158,792 
INTERNATIO 直接100% 資金取引
NALS.A. 利息の支払 1,529 

船舶の取引 リース料利息（注5) 817 

事務代行手 その他営業収益
16,800 

数料の受取 （注1)

船舶の貸借 借船料（注2) 506,613 

資金の貸付（注6)SUR 
所有

△ 107,000 

子会社 MARITIMA 
直接100% 資金取引 資金の預け（注3) 15,379 

S.A. 
利息の受取 1,172 

資金の預り（注4) △ 157,806 

船舶の取引 リース料利息（注5) 6,643 

事務代行手 その他営業収益
16,800 

数料の受取 （注1)

船舶の貸借 借船料（注2) 542,382 

資金の貸付（注6) △248,000 
ASAHI 

子会社 MARITIMA 
所有

資金の預け（注3) 64,218 
S.A. 

直接100% 資金取引
利息の受取 1,483 

資金の預り（注4) △267,549 

利息の支払 939 

船舶の取引 リース料利息（注5) 11,196 

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注l)その他営業収益は事務代行手数料として人件費に見合う金額で決定しております。

（注2)子会社に対する借船料は子会社の船費コストに見合う金額で決定しております。

（注3)資金の預けは子会社に対する短期貸付金であり利息はTIBORによるものであります。

（注4)資金の預りは子会社に対する短期借入金であり利息はTIBORによるものであります。

科目

その他流動負債

その他流動負債

短期リース債権

長期リース債権

その他流動資産

短期リース債権

長期リース債権

短期貸付金

その他流動資産

その他流動資産

短期リース債権

長期リース債権

（注5)船舶のリース投資は日本籍化によるものでリース金利は市場金利を勘案して決定しております。

（注6)資金の貸付は船舶購入資金の貸付であり金利は銀行の借入金利であります。

（単位：千円）

期末残高

492 

292,650 

11,467 

69,288 

15,379 

145,466 

472,767 

124,000 

64,218 

331 

202,322 

826,148 



3.兄弟会社等 （単位：千円）

識決権等
関連当事者

属性 会社等の名称 の所有（被 取引の内容 取引金額 科目 期末残高
との関係

所有）割合

親会社の NYKバルク・プロジェクト
なし 輸送の委託

その他営業費用
161,281 営業未払金 38,290 

子会社 株式会社 （注1)
親会社の NYK SHIP 

なし 船員の配乗
その他営業費用

892,039 
その他流動

140,601 
子会社 MANAGEMENT PTE LTD （注2) 資産
親会社の UVA SHIP-

なし
船舶管理料 その他営業収益

17,276 前受金 209,994 
子会社 HOLDINGS.A. の受取 （注3)
親会社の JUBILO 

なし
船舶管理料 その他営業収益

18,027 営業未収金 659 
子会社 MARITIMA S.A. の受取 （注3)
親会社の MENS SHIPPING 

なし
船舶管理料 その他営業収益

18,027 営業未収金 36,563 
子会社 PTE. LTD. の受取 （注3)
親会社の ALAMID 

なし
船舶管理料 その他営業収益

17,276 前受金 87,382 
子会社 MARITIMA S.A. の受取 （注3)
親会社の URBAN CHERRY 

なし
船舶管理料 その他営業収益

18,027 営業未収金 29,394 
子会社 MARITIMA S.A. の受取 （注3)
親会社の ISOPOD 

なし
船舶管理料 その他営業収益

17,276 営業未収金 10,651 
子会社 MARITIMA S.A. の受取 （注3)
取引条件及び取引条件の決定方針等

（注l)輸送の委託については、 NYKバルク・プロジェクト株式会社以外からもレートを入手し輸送の委託先及び価格を決
定しております。
（注2)船舶管理に伴う船員の配乗であり、 NYKSHIP MANAGEMENT PTE LTDから見積もりを入手し市場の実勢価格を
勘案して取引先の選定及び価格を決定しております。
（注3)その他営業収益は船舶の管理手数料収益であります。

10. 1株当たり情報に関する注記
1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益

（期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。）

11.重要な後発事象の注記

397円59銭

25円10銭

当社は、 2025年10月20日開催の取締役会において、 2026年4月1日を効力発生日とする以下合併契約を決議し、
2026年3月12日開催の株主総会にて当該合併が承認されました。
当社は、 2026年4月1日をもって八馬汽船株式会社（新社名：NYKバルクシップパートナーズ株式会社）に吸収合併され、
消滅いたしました。

取引の概要

①結合当事企業の名称及び事業の内容

吸収合併存続会社

結合当事企業の名称 八馬汽船株式会社

事業の内容 海運業、船舶等の賃貸及び船舶管理業等

吸収合併消滅会社

被結合当事企業の名称 旭海運株式会社

事業の内容 海運業、船舶等の賃貸及び船舶管理業等

被結合当事企業の名称 三菱鉱石輸送株式会社

事業の内容 海運業、船舶等の賃貸及び船舶管理業等

②企業結合日

2026年4月1日吸収合併の効力発生日

③企業結合の法的形式

八馬汽船株式会社を吸収合併存続会社、旭海運株式会社及び三菱鉱石輸送株式会社を吸収合併消滅会社とす
る吸収合併
④結合後企業の名称

NYKバルクシップパートナーズ株式会社(2026年4月1日付効力発生日と同日に八罵汽船株式会社の商号を「NYK
バルクシップパートナーズ採式会社」に変更）
⑤その他取引の概要に関する事項

3社は、これまで日本郵船隊のグループ会社として、各事業領域において各社の強みを活かしたビジネスを展開し
てきました。今回の合併により、 3社の共通軸である船舶管理機能を強化しつつ、類似する事業を統合することで、
船舶管理業のみならず、船主業・運航業においても更なる競争力強化を目指します。

12.収益認識に関する注記
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。


